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はじめに 

 高齢化の進展，高い軽症率，急なケガや病気の際の不安を要因として，京都府内の救

急出動件数は平成20年～29年の10年間で約24.5％増加し，また，平成30年（速報値）で

は146,241件（前年比5,998件，4.3％増加）となり，過去最多を更新し続けている。団塊

の世代が75歳以上の後期高齢者となる2025年には，府内人口の約19％に当たる47万6千人

が後期高齢者となり，在宅医療等の患者は4万人にのぼると推計されており，京都府内の

救急出動件数は少なくとも今後10年間は，増加し続けると予測されている。 

 京都府の救急医療については，救急搬送時間は全国と比較しても短く，救急医療機関

の受入れが困難な事案の割合も少ない状況であるが，救急科医師数の地域偏差，心筋梗

塞，脳卒中等の死亡率の高い疾患の急病患者数が依然多いことなどが課題となってい

る。さらに，府内の救急病院数は微減傾向にあり，単純平均で１病院当たりの受入件数

が増加しているなど，救急医療を取り巻く環境は厳しい状況にある。 

 救急搬送の要否に係わる「緊急度」と初診時における医師の診断に基づく「傷病程

度」が異なることには留意が必要であるものの，府内の救急搬送人員を傷病程度別に見

ると，結果として入院を必要としない軽症者が全体の約６割を占めており，これは全国

で２番目に高い。平成29年度に内閣府が実施した「救急に関する世論調査」によれば，

救急車を呼ぶか迷った時，「とりあえず救急車を要請した」という住民が３割近くを占め

ている。これは傷病者本人や家族が病気やケガの症状から緊急度を判断することが極め

て困難であることの現れとも考えられる。 

 とりわけ，高齢者の独居や老々介護の増加が予測される中，病歴が複雑多岐にわた

り，基礎疾患を有することも多い高齢者にとっては，何らサポートもなしに自ら適切に

緊急度を判断することは極めて困難であり，健康づくりや疾病予防から在宅等でのQOL

（生活の質）を高める地域完結型医療が求められる中，高齢者が住み慣れた地域や家庭

で安心して暮らすためには，体調の急変時の不安を解消できるサポート体制の充実は不

可欠である。 

 本検討会では，高齢化社会における在宅医療にも対応した救急体制を構築していくた

め，住民が適切なタイミングで医療機関を受診できるようサポートする救急要請前の緊

急度判断のあり方について検討を行った。 

 全国的には，住民が適切なタイミングで医療機関を受診できるよう効果的なサポート

を行う救急電話相談窓口「＃７１１９（救急安心センター事業）」や冊子版の救急受診ガ

イドなど救急要請前の緊急度判断手段を導入する自治体も増えており，救急車の適正利

用や救急の受け入れ先である医療機関スタッフの負担軽減，不安な住民への安心の提供

等の効果が期待されている。府内の各地域において，救急の需要や課題は様々であるこ

とから，本検討会では各地域における緊急度判断事業の導入効果を明らかにするととも

に，事業化に当たっての諸課題を整理し，既存事業との連携等，いかにして事業効果を

高めていくかを主眼に検討を行った。 

 地域医療構想の根幹を担う在宅医療に対応する救急体制の構築という目的のもと，本

検討会が医療・介護・福祉との連携により，オール京都で進められていく意義は非常に

大きいと感じており，本報告書が超高齢社会を見据えた安定的かつ持続的な救急医療の

提供の一助にもなることを期待している。 

   平成31年3月 救急要請に係る検討会 

          ～高齢化社会における在宅医療にも対応した救急体制の構築～ 

                            会 長  髙階 謙一郎       
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目的・検討事項・概要 

１ 検討会設置の背景と目的 

  平成29年中の速報値で全国の救急出動件数は634万 2,096件（前年比13万2,132件，

2.1％増），救急搬送人員数は 573万 5,915 人（前年比 11万 4,697 人増，2.0％増）とな

り，救急出動件数，救急搬送人員数ともに過去最多を更新した。京都府においても同様

に速報値で救急出動件数は 14 万 244 件（前年比 3,304 件，2.4％増），搬送人員数は 12

万 8,556 人（前年比 2,778 人，2.2％増）と過去最多を更新している。※１ 

 ※1 検討会設置時点での最新値。 

    平成 30 年中の京都府の救急出動件数件 146,241 件（前年比 5,998 件，4.3％増） 

  平成 20 年～29 年の 10 年間で「高齢化」，「高い軽症率」，「急なケガや病気の際の不

安」を要因として，京都府内の救急出動件数は 24.5％増加しており，超高齢社会の進展

に伴い，救急出動件数は少なくとも今後 10 年間は，増加し続けると見込まれる。また，

在宅療養患者への救急出動も増加しており，今後，在宅医療ニーズの高まりとともに在

宅療養患者からの救急需要も更に増大すると予測される。 

  このように救急需要が増大する中，高齢化社会の在宅医療にも対応した救急体制を構

築するためには「高齢化」，「高い軽症率」，「急なケガや病気の際の不安」への対策に京

都府全体で取り組む必要があることから，平成 30 年 9 月に府市協働により検討会を設

置し，救急要請前の緊急度判断や高齢化社会における在宅医療への対応のあり方につい

て医療，介護，福祉及び消防関係者の専門的見地から計 5回にわたり検討を行った。 

 

1



２ 検討事項 

  本検討会では，以下の事項について検討を行った。 

 ・ 救急と高齢者医療の現状及び課題 

 ・ 課題に対する各手段の比較と＃７１１９の有効性 

 ・ ＃７１１９の事業化に向けた諸課題 

 ・ 各事業の展開と効果的な広報 

 ・ 事業実施に向けた制度設計等の検討の枠組み 

 

３ 各検討事項の概要 

 ① 救急と高齢者医療の現状と課題 

   府内の救急件数は「高齢化」，「高い軽症率」，「急なケガや病気の際の不安」を要因

に平成 20 年～29 年の 10 年間で約 24.5％増加しており，今後少なくとも 10 年間は，

高齢化の進展等により，救急件数の増加は続くことが予測される状況である。救急需

要の増大が救急隊の現場到着時間や病院への収容時間に影響を与え，傷病者の救命率

や社会復帰率の低下に繋がることも懸念される。 

   高齢者医療の課題としては，「ほぼ在宅・時々入院」という在宅療養患者や後期高齢

者の増加に伴う救急搬送件数の増加等の救急医療需要側からの課題と医師の働き方

改革や救急医の担い手不足など救急医療供給側からの課題がある。 

 ② 課題に対する各手段の比較と＃７１１９の有効性 

   救急需要が増大する中，高齢化社会の在宅医療にも対応した救急体制を構築するた

めには，高齢者をはじめとした住民自身が救急要請前に症状の緊急度を適切に判断し

効果的に病院を受診できるためのサポート体制の整備が求められる。 

   現在，医学的な根拠に基づく公的なサービスとしての救急要請前の緊急度判断手段

は 救急受診アプリ（愛称「Ｑ助」）， 救急受診ガイド（冊子版）， ＃７１１９（救

急安心センター事業）※２があり，本検討会においてこれらの各手段を比較する中で，

利用者の年代等に応じた各手段の有効性が認められたが，「高齢化」，「高い軽症率」，

「急なケガや病気の際の不安」に対する事業効果や医療施策との連携等の点から＃７

１１９が最も有効であり，＃７１１９の「救急車の適正利用」，「救急医療機関スタッ

フの負担軽減」，「不安な住民への安心・安全の提供」といった効果に加え，個別相談

の特徴を生かし，相談者に適した既存の高齢者医療施策を案内するなど医療制度につ

なぐ効果も期待できる。 

③ ＃７１１９の事業化に向けた諸課題 

   先行団体の実績等では＃７１１９の導入により，救急件数の減少にまでは至ってい

ないが，今後，事業効果を高めるためには各手段を有機的に組み合わせ，活用するこ

とが必要である。また，救急車以外の受診手段がない場合の対応については，今後示

される国の実証実験結果等を踏まえ，更なる研究が必要である。さらに，平成 30 年 3

月に厚生労働省が公表した「オンライン診療の適切な実施に関する指針」では＃７１

１９はオンラインの受診とは異なり，「遠隔健康医療相談事業」という位置付けであ

り，必ずしも指針の遵守を要さないと整理されているが，運用上の法的責任問題につ

いては十分に整理する必要がある。加えて，京都府の既存事業である小児救急電話相

談（＃８０００）との連携については，受託事業者の統一等によるサービスの充実や
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コスト低減が期待できる。コールセンターを直営する＃７１１９の先行団体の平均で

開設費 1.4 億円，年間運営費 1.7 億円と事業経費の規模が大きいことは課題であり，

民間委託による人員体制の効率化等によりコスト低減を図る必要がある。スケールメ

リットによる費用対効果や高齢者医療施策との連携等の観点から，＃７１１９は府内

一円での実施が不可欠である。このことから検討会において府内消防本部に対し，＃

７１１９参画に係る意向調査を実施した結果，各消防本部では管轄地域における様々

な効果に期待しており，全ての消防本部が「自治体での費用負担の目途がつき，府内

一円で実施するとなれば参画する意向」であることが分かった。 

   他方，京都府北部の消防本部においては，救急需要が横ばい又は減少傾向のところ

もあるが，高齢者をはじめとした住民の不安解消、潜在的な重傷者を発見し救護する

効果，軽症者の割合の減少効果も期待でき，全ての市町村にとってメリットがある制

度を構築する必要がある。 

 ④ 各事業の展開と効果的な広報 

   各事業の展開については，各手段のセーフティーネットとなる＃７１１９を中核と

し，若年層には救急受診アプリを，高齢者本人，介護者，介護予防の段階※３の方等，

幅広い世代に救急受診ガイドを普及させつつ，＃７１１９の広報手段としても救急受

診ガイドを活用すべきである。また，医師や看護師の常駐により医学的判断が担保で

きる施設を除いた高齢者施設の職員や訪問介護職員にも，介護の現場で救急要請前の

ワンクッションとして＃７１１９が活用されるよう事業所等への働きかけが必要で

ある。加えて，外国人観光客等にも配慮した＃７１１９の多言語対応についても検討

する必要がある。 

   多くの先行団体では，総務省消防庁が作成した電話相談の緊急度判定プロトコール

を活用している。将来的な展望として，関係機関と協力しながら「かかりつけ医」や

「在宅療養あんしん病院事業」等の高齢者医療施策との連携も検討していく必要があ

る。 

   効果的な広報については，先行団体における年代別の救急相談件数では，小児（～

15 歳）及び成人（16～64 歳）で概ね 8 割を占め，高齢者（65 歳以上）の利用率は概

ね２割となっており，府内の救急搬送人員数の 6割を占める高齢者層への利用促進が

最も重要であり，健康寿命の観点から介護予防段階の方への周知も必要である。 

   以上から，本検討会では緊急度判断できる各手段のメリット・デメリット等を検討

し，♯７１１９が最も有効とされた。＃７１１９の実施に当たっては，府内一円で実

施することがコストパフォーマンス上も最適とされており，府内一円で実施するには

府内の全ての市町村にとって予算化に結び付けるメリットのある制度とすることが

必要である。今後は，具体的な制度設計を行い，各手段の有機的活用による事業展開

や既存事業である♯８０００との整合連携，事業実施後の検証方法，効果的な広報，

電話相談プロトコール等の検討を進め，事業効果を高める制度設計を行う必要がある。 

 ⑤ 事業実施に向けた制度設計等の検討の枠組み 

   来年度からの検討の枠組みについては，医療関係団体，地域包括，行政等で構成す

る会議体により，費用対効果を高める制度設計，効果的な広報，実施後の検証体制等

を検討するとともに，京都府に見合ったプロトコールや救急受診ガイドの策定には医

師等で構成する専門部会を設置し並行して検討を進めることが適当である。 
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   また，事業化に当たっては，各市町村における参画の合意形成に要する期間を十分

に考慮し，各消防本部をはじめ，関係機関に早期に事業の全体像や開始時期の見通し

を示すべきである。

※２ 全国版救急受診アプリ（愛称「Ｑ助」）とは，総務省消防庁が平成 29 年 5 月から提供を開始し，急な

病気やけがをしたとき，画面上に表示される選択肢から，傷病者に該当する症状を選択していくことで，

緊急度別の対応が緊急性をイメージした色とともに表示されるパソコンやスマートフォン向けのアプリ。 

   救急受診ガイドとは，病院に行った方がいいのか，行くならば，救急車を呼んだ方がいいのか，自分で

病院やクリニックを受診した方がいいのか，どれくらい急いで受診した方がいいのかなど，急な病気やけ

がをしたときの判断をサポートする冊子。 

   ＃７１１９とは，住民が急な病気やけがで救急車を呼んだ方がいいのか，自分で今すぐ病院にいったほ

うがいいのかなど迷った際に，看護師や医師等の専門家から電話（短縮ダイヤル＃７１１９）でアドバイ

スを受けられる相談窓口。 

※３ 介護予防とは，「要介護状態の発生をできる限り防ぐ（遅らせる）こと，そして要介護状態にあっても

その悪化をできる限り防ぐこと，さらには軽減を目指すこと」と定義され，一次予防（要介護状態になる

ことの予防），二次予防（生活機能低下の早期発見，早期対応），三次予防（要介護状態の改善，重度化

の予防）の３段階に整理されているが，ここでは特に一次予防及び二次予防の段階を指す。 

 

４ 委員名簿，開催経緯 

   救急要請に係る検討会 委員名簿（敬称略 五十音順，〇印は会長） 

  太田  凡 （京都府公立大学法人京都府立医科大学大学院医学研究科教授） 

  北川  靖  （一般社団法人京都府医師会副会長） 

  小池  薫 （国立大学法人京都大学大学院医学研究科教授） 

  甲田 由美子（公益社団法人京都府介護支援専門員会常任理事） 

  島崎 千尋 （一般社団法人京都府病院協会理事） 

  鈴木 秀三  （京都府消防長会救急部会長） 

  〇髙階 謙一郎（一般社団法人京都府医師会救急担当理事） 

  武田 隆久 （一般社団法人京都私立病院協会副会長）  

  團野 一美 （一般社団法人京都府訪問看護ステーション協議会副会長） 

  中島 すま子（公益社団法人京都府看護協会専務理事） 

  中島 光雄 （京都府消防長会会長） 

  橋本 武也  （一般社団法人京都市老人福祉施設協議会副会長） 

  藤田 良一  （一般社団法人京都府老人福祉施設協議会副会長） 

  開催経緯 

回数 開催日 主な議題 

第 1回 
平成 30 年 
  9 月 10 日 

・高齢化の現状や進展，高齢化社会における医療の現状と課題 
・救急要請前の＃7119 等の緊急度判断ができる手段の紹介 

第 2回 
平成 30 年 
 10 月 29 日 

・救急要請前の緊急度判断ができる手段（＃7119 や救急受診ア 
 プリ等）の有効性について 

第 3回 
平成 30 年 
 12 月 25 日 

・＃7119 の諸課題の検討 
・府内における各手段の取組状況 

第 4回 
平成 31 年 
  2 月 18 日 

・府内消防本部への＃７１１９アンケート調査結果 
・電話相談プロトコール 
・各事業の展開 
・効果的な広報 
・事業実施に向けた今後の検討の枠組（案） 
・（情報提供）上手な医療のかかり方を広めるための懇談会に 
 ついて 

第 5回 
平成 31 年 
  3 月 26 日 

・報告書のとりまとめ 
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第１章 救急と高齢者医療の現状及び課題 

第１節 救急の現状 

１ 救急出動件数の現状及び予測 

  平成29年中（速報値）の全国の救急出動件数は634万2,096件（前年比13万2,132件，

2.1％増），搬送人員数は573万5,915人（前年比11万4,697人増，2.0％増）となり，救

急出動件数，搬送人員数ともに過去最多を更新した。京都府においても同様に救急出

動件数は14万243件（前年比3,304件，2.4％増），搬送人員数は12万8,556人（前年比

2,778人，2.2％増）となり救急出動件数，搬送人員数ともに過去最多を更新してい

る。 

【図表１－１】全国・府・京都市の救急出動件数の推移（10年） 

  

 

  本検討会では，総務省消防庁が「平成22年度 救急業務高度化推進検討会報告書」

において実施した将来推計の手法を用いて，京都府内の救急搬送の将来推計を行った

結果，京都府（京都市除く）では2030年頃，京都市では2035年頃をピークに今後も救

急出動件数，救急搬送人員ともに増加が予測される。 

  また，救急出動件数増加のピークを過ぎた後も，人口減少に伴い救急搬送率※４（救

急搬送人員÷人口）は右肩上がりに増加していくと予測している。加えて，団塊の世

代が後期高齢者となる2025年には京都府全体で約4万人が在宅医療等を必要とすると推

計されていることなどから少なくとも今後１０年間，救急需要の増大が予測される。 

 ※４ 救急搬送率とは，人口１人当たりが１年間に救急搬送を利用する割合。 

 

【図表１－２】今後の救急出動件数予測（府・京都市） 
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【図表１－３】今後の救急搬送率予測（府・京都市） 

 

【図表１－４】府内の在宅医療等の状況と今後の必要量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 救急医療体制 

  平成29年4月1日現在の京都府内の救急体制は，救急隊88隊，救急救命士数（救急隊

に配置）449名，救急隊員数1,089名，高規格救急車116台である。2000年代に入ってか

ら１隊当たりの救急出動件数の増加が顕著になりはじめ，平成20年～29年の10年間で

救急隊を府全体で8隊(10％)，京都市で5隊(19％)増隊し救急需要の増加に対応してい

る。しかしながら，10年前と比較し，救急隊１隊当たりの年間の救急出動件数は府全

体で13％，京都市で5％増加している状況である。 

 

【図表１－５】1隊当たりの救急出動件数と隊数の推移（10年）（府・京都市） 
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  救急医療機関については，緊急度・重症度に応じ，京都府の医療計画において初

期，二次，三次救急医療機関として位置付けられている。平成30年4月現在の府内の救

急病院の状況については，二次医療機関が86病院（京都市内51病院，京都市外35病

院），三次医療機関（救命救急センター）6病院（京都市内4病院、京都市外2病院）で

ある。 

  救急病院数は,府市ともに微減傾向であり，この10年で1病院当たりの受入件数（単

純平均）は増加している。 

  少なくとも今後１０年間の救急出動件数の増加に加え，受け入れ先となる医療機関

の減少傾向など救急を取り巻く環境は，ますます厳しくなると予測される。 

 

【図表１－６】救急病院数と１病院当たりの受入件数（単純平均）の推移（１0年）（府・京都市）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 救急件数増加による影響  

   現場到着時間 

   １１９番通報等による覚知から救急隊が現場に到着するまでの時間である現場到

着時間の推移については，平成22年～平成28年で全国では24秒延伸しているが，京

都府・京都市ともに全国と比較しても救急搬送時間が短い。これは救急隊の配置見

直しによる救急出動分布偏りの緩和や救急隊増隊による出動件数の偏りの緩和等に

よる効果であると考えられる。 

   病院収容時間 

      京都府においては，全国と比較し，救急医療機関の受入れが困難な事案の割合は

低い状況であるが，覚知から病院収容までの平均時間については平成22年～28年の

間で京都府では2分06秒（全国では1分54秒延伸），京都市では1分28秒延伸している

状況である。 

   今後の更なる救急需要の急増が，救急隊の現場到着時間や病院収容時間に影響を

与え，傷病者の救命率や社会復帰率の低下に繋がることが懸念される。 
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第２節 救急需要増加の要因 

１ 高齢化 

  国立社会保障・人口問題研究所の日本の将来推計人口によれば，団塊の世代が後期

高齢者となる2025年には，日本の人口の１２％が65歳～74歳，18％が75歳以上となる

と予測されており，京都府内においても人口の11.4％が65歳～74歳，19％が75歳以上

と全国と同様の高齢化率が予測されている。 

 

【図表１－７】京都府の高齢化率の将来推計 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  京都市の平成29年の高齢者（65歳以上）の救急搬送人員数は4万5,630人で，全搬送

人員に占める高齢者の割合は58.8％である。平成25年と比較すると，高齢者の搬送人

員数は，約6,900人増加（平成30年比では約9,300人増加）しており，全搬送人員に占

める高齢者の割合は5％増加している。 

 

【図表１－８】年齢階層別搬送人員の推移（京都市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 
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  直近の国勢調査年である平成27年中の京都市の5歳ごとの救急搬送人員数と国勢調査

による京都市の5歳ごとの年齢階層別の人口を用い，5歳ごとの年齢階層別の救急搬送

率を算出した。救急搬送率とは，人口１人当たりが1年間に救急搬送を利用する割合で

あり，各年齢階層で人口100人当たり何人救急搬送されたかを算出すると，65～69歳で

は4.96人，75～79歳では10.40人と，後期高齢者になると救急搬送率は2倍以上に上昇

している。 

 

【図表１－９】平成２７年中の年齢階層別救急搬送率（京都市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  京都市における高齢者の救急搬送の傷病分類別では，循環器系，呼吸器系，消化器

系の疾患に加え転倒等による外傷も上位を占めており，救急出動のうち急病が70％，

一般負傷が20％となっており，上位の傷病分類は近年変わらず，総じて増加している

状況である。 

  また，この10年間で救急隊が在宅医療を継続しながら搬送した件数は，1.4倍に増加

している。これらのことから，救急件数増加の要因の１つは高齢化であり，特に急

病・一般負傷の救急需要への対応が必要である。 

 

２ 高い軽症率 

  傷病程度とは，救急隊が傷病者を医療機関に搬送し，初診時における医師の診断に

基づき，死亡，重症，中等症，軽症，その他に分類しているものである※５。一方，救

急要請の判断とすべき緊急度は重症となっていく速度を表す指標であり，救急搬送の

要否に係わる「緊急度」と初診時における医師の診断に基づく「傷病程度」が異なる

ことには留意が必要である。緊急度の指標については，総務省消防庁等で現在検討さ

れている段階であり，本検討会では傷病程度である軽症に緊急度が低いケースが含ま

れると仮定したうえで，現時点における全国共通の統計データである傷病程度を緊急

度の指標として代用することとした。 

  京都市の傷病程度別救急搬送人員を見ると，軽症率は約60％強で推移しており，京

都府においても，平成28年中の軽症率は61.2％（全国平均49.3％）※６，全国の都道府

県では２番目に軽症割合が高い状況である。 

 ※５ 傷病程度に基づく分類は次のとおりである。（消防白書より抜粋） 

    死亡：初診時において死亡が確認されたものをいう。 

（人） （％） 
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    重症（長期入院）：傷病程度が3週間以上の入院加療を必要とするものをいう。 

    中等症（入院診療）：傷病程度が重症または軽症以外のものをいう。 

    軽症（外来診療）：傷病程度が入院加療を必要としないものをいう。 

    その他：医師の診断がないもの及び傷病程度が判明しないもの，若しくはその他の場所に搬送した

ものをいう。 

    なお，傷病程度は入院加療の必要程度を基準に区分しているため，軽症の中には早期に病院での治

療が必要だったものや通院による治療が必要だったものも含まれる。 

 ※６ 検討会開催時の最新値。平成29年中の京都府の軽症率は60％（全国平均48.6％）であり，全国で２

番目に高い。 

【図表１－１０】京都市傷病別 搬送人員の推移（10年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表１－１１】平成28年中の軽症率と重症率の状況（京都府） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 

10



【図表１－１２】年代別傷病程度別搬送人員の5年間の推移（京都市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 不安による影響 

  内閣府が平成29年に全国の18歳以上 3,000 人 （有効回収数1,790人（回収率 

59.7％））を対象に実施した「救急に関する世論調査」において「あなたは，救急車

を呼んだことや，誰かに呼んでもらったことがありますか。」との問いに対し，「あ

る」と答えた人が44.9％（803人）であり，さらに「ある」と答えた人に対して「あな

たが救急車を呼んだのや，誰かに呼んでもらったのは，どのような理由からですか。

（複数回答）」との問いに対し「症状が重いか軽いかわからなかった。」（19.4％）

や「どの病院に行けばいいかわからなかったから。」（5.1％）など，住民自らが救急

要請の必要性を判断するための知識や情報の不足に起因すると考えられる回答も確認

できる。 

 

【図表１－１３】平成29年 内閣府「救急に関する世論調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 
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  また，「あなたやあなたの家族が急な病気やけがで，救急車を呼ぶか，呼ばないか

迷ったことがありますか。」との問いに対し，「ある」と答えた人は約3割（28.5％）

にも上っており，さらに迷ったことが「ある」と答えた人（510人）に対して「救急車

を呼ぶか，呼ばないか迷ったとき，あなたはどうしましたか。（複数回答）」と質問

したところ，「家族に相談した。」と回答した人が51.6％と最も多く，次いで「とり

あえず救急車を呼んだ。」と回答した人が3割（28.4％）にも上っている。これは，傷

病者本人や家族等が急な病気やケガの症状から自力で緊急度を判断することが極めて

困難であることの現れである。今後，高齢者の独居や老々介護といった世帯が増加す

る環境において，高齢者をはじめとする住民自身が緊急度を判断することは一層困難

なものとなると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また，神戸市が平成29年に実施したネットモニターアンケート「救急車出動件数の増

加をめぐって」の結果では，調査モニター数2,962 人（回答モニター2,230人

（75.3％））に対し，「救急車を呼ぶかどうか迷った時などに，相談できる媒体として

どのようなものが利用しやすいですか。（複数回答可）」と質問したところ，相談先と

して「１１９番通報」を回答した人が約5割（52.2％）にも上っている状況である。 

 

【図表１－１４】平成29年 神戸市ネットモニターアンケート「救急車出動件数の増加をめぐって」 
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  先に述べた内閣府の世論調査において，救急車を呼ぶか，呼ばないか迷った時，家

族に相談したと回答した人が51.6％と最も多いことに着目し，検討会では，相談相手

がいる場合といない場合で救急要請にどのような影響を与えるかを検証した。 

  救急隊が傷病者を医療機関へ搬送する際には，現場に居合わせた家族や知人等に救

急車に同乗を依頼しているが，この同乗者を相談相手と仮定し，平成29年中の京都市

における救急搬送人員のデータを用いて，同乗者（相談相手）の有無によって傷病者

のバイタル状況及び傷病程度がどのように異なるかを比較した。 

  「同乗者（相談相手）あり」の傷病者のうち，救急隊によるバイタル測定の結果，

バイタルが正常であった割合は15.6％であったのに対し，「同乗者（相談相手）な

し」の傷病者のうちバイタルが正常であった割合は20.3％であり，「同乗者（相談相

手）なし」のほうがバイタル正常である割合が4.7％高かった。 

  さらにバイタル正常のうち，傷病程度が結果として軽症であった割合は「同乗者

（相談相手）あり」では71.1％，「同乗者（相談相手）なし」では83.6％であり，

「同乗者（相談相手）なし」のほうが結果として軽症であった割合が12.5％高いとい

う結果になった。 

  これらのことから，同乗者＝相談相手として仮定すれば，相談する相手がいないと

いう不安な状況が，救急要請の一つの要因となっているとも考えられる。 

 

第３節 高齢者医療の現状及び課題 

１ 高齢者医療の現状 

  高齢者の医療面での特徴として複数の病を抱え，慢性化・重篤化しやすく，救急医

療において幅広い診療が必要であるとされており，高齢者の増加に伴い，「ほぼ在

宅・時々入院」という在宅療養者が増加している現状である。 

 

【図表１－１５】高齢者の多病の状況 
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【図表１－１６】高齢者の外来治療中の慢性疾患 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 高齢者医療の課題 

  高齢者医療の課題としては，後期高齢者の増加に伴う救急搬送人員数の増加などの

救急医療需要側からの課題がある一方，医師の働き方改革や救急医の担い手不足など

救急医療供給側からの課題もある。 

  救急医療供給側からの課題について，都道府県別の人口10万人当たりの救急科医師

数は京都府では3.5人と全国で７番目に多いが，京都府内の医療圏毎で比較すると顕著

な偏りが認められる。 

  また，診療科別病院における常勤医師の週当たり勤務時間の内訳では，他の診療科

と比べて，救急科の医師の勤務時間が長い状況であり，厚生労働省の「医師の働き方

改革に関する検討会」では救急搬送を含め，診療時間外に診療が必要な患者の多さが

指摘されている。 

 

【図表１－１７】都道府県別人口１０万人当たりの救急科医師数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14



【図表１－１８】診療科別病院常勤医師の週当たり勤務時間の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  また，約半数以上のかかりつけ医機能を有する診療所が「在宅患者に対する24時間対

応」の負担が大きいと回答していることや在宅患者への２４時間対応がネックとなって，

地域包括診療料（加算）が拡がる見込みがないといった課題もある。 

 

【図表１－１９】かかりつけ医機能についての課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ まとめ 

  近い将来である2025年には府内で4万人の在宅療養患者を抱えると推計されており，

地域完結型医療への転換に伴う救急医療と高齢者医療との連携が望まれているが在宅

療養患者等の急変時に全てを救急医療で対応することは非常に困難である。このよう

に救急需要が増大する中，高齢化社会における在宅医療にも対応した救急体制を構築

するためには，夜間休日等を含む２４時間３６５日，高齢者をはじめとする住民が適

切なタイミングで医療機関を受診できるようサポート体制の整備が必要である。 

  さらに，京都府内の各地域における救急需要や救急医療体制には地域差があり，地

域の実情等に応じた効果的なサポートを行うためには，各地域の医療施策と連携する

ことが重要である。 
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第２章 課題に対する各手段の比較と＃７１１９の有効性 

１ 課題解決に向けた具体的手段 

  現在，医学的根拠に基づく公的サービスとして，住民自らが緊急度判定を行うため

の手段としては，①全国版救急受診アプリ（愛称「Ｑ助」）や②救急受診ガイド（冊

子版）③＃７１１９（救急安心センター事業）がある。 

  平成30年度末時点で，京都府内において救急受診アプリや救急受診ガイドを独自に

作成している市町村はなく，各市町村のホームページ等を活用して総務省消防庁のホ

ームページに外部リンクし，救急受診アプリや救急受診ガイドの普及啓発に取り組ん

でいる。 

   全国版救急受診アプリ（愛称「Ｑ助」） 

   全国版救急受診アプリ（愛称「Ｑ助」）とは，総務省消防庁が平成２９年５月か

ら提供を開始し，急な病気やけがをしたとき，画面上に表示される選択肢から，傷

病者に該当する症状を選択していくことで，緊急度別の対応が緊急性をイメージし

た色とともに表示されるパソコンやスマートフォン向けのアプリである。 

   具体的には，赤：「いますぐ救急車を呼びましょう」，黄：「できるだけ早めに

医療機関を受診しましょう」，緑：「緊急ではありませんが医療機関を受診しまし

ょう」，白：「引き続き，注意して様子をみてください」のいずれかが表示され，

スマートフォン版では，赤の場合にはシームレスに１１９番通報ができたり，自力

で受診する必要がある場合には医療機関の検索（厚生労働省の「医療情報ネット」

にリンク）や受診手段の検索（一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会の「全

国タクシーガイド」にリンク）を行うことができる。平成30年10月15日現在でアプ

リのダウンロード数は累計約21万件となっている。 

 

【図表２－１】全国版救急受診アプリ（愛称「Ｑ助」）の概要 
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   救急受診ガイド（冊子版） 

   救急受診ガイドとは，病院に行った方がいいのか，行くならば，救急車を呼んだ

方がいいのか，自分で病院やクリニックを受診した方がいいのか，どれくらい急い

で受診した方がいいのかなど，急な病気やけがをしたときの判断をサポートする冊

子である。 

   救急医療相談電話以外の方法でも住民自らが傷病の状態を確認し，緊急性につい

て情報を得ることができるよう「救急受診ガイド」を独自に作成し，管内の全世帯

あるいは高齢者世帯等を対象に配布している団体もある。 

 

【図表２－２】救急受診ガイドの概要 
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  ＃７１１９（救急安心センター事業） 

  ＃７１１９とは，住民が急な病気やけがで救急車を呼んだ方がいいのか，自分で今

すぐ病院にいったほうがいいのかなど迷った際に，看護師や医師等の専門家から電話

（短縮ダイヤル＃７１１９）でアドバイスを受けられる相談窓口である。看護師等は

相談を通じて，病気やケガの緊急性や救急車を要請すべきかなどの受診手段をアドバ

イスするとともに，症状に応じ適切な医療機関の案内等も行う。 

  平成31年1月末現在，＃７１１９は14地域（北海道札幌市周辺，宮城県，茨城県，埼

玉県，東京都，神奈川県横浜市，新潟県，大阪府内全市町村，奈良県，兵庫県神戸

市，和歌山県田辺市周辺，広島市周辺，鳥取県，福岡県）で実施されている。 

 

【図表２－３】＃７１１９（救急安心センター事業）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 各手段の比較 

  検討会では，第１章で述べた救急の課題である「高齢化」，「高い軽症率」，「急なケ

ガや病気の際の不安」の３つの課題に対する各手段の効果及び医療施策との連携のし

やすさという観点から，各手段の特性や事業経費も踏まえ，評価を実施した。 

   全国版救急受診アプリ（愛称「Ｑ助」） 

  ア 高齢化に対する効果 

    「平成29年版情報通信白書」によれば高齢者のスマートフォン個人保有率は70

歳代で13％，80歳代以上で3.3％と低く，加えて，アプリの利用に当たってはユー

ザー側でのインストール作業等も必要となる点で操作に不慣れな高齢者には馴染

みにくいと考えられることから，現時点で高齢化に対する効果は低い。 

  イ 軽症に対する効果 

    自己判断の手段であるため，アンダートリアージを避けるために感度が低く，

特異度が高くなるように設定※７せざるを得ないことから結果的にオーバートリア

ージとなり，軽症に対する効果は高くはない。 

   ※７ 感度が低いとは，「陽性と判定されるべきものを正しく陽性と判定する可能性が低い」，あるい

は「陽性と判定されるべきものを間違って陰性と判定する可能性が高い」という意味であり，一方，

特異度が高いとは「陰性のものを正しく陰性と判定する可能性が高い」，あるいは「陰性のものを間

違って陽性と判定する可能性が低い」という意味であり，感度と特異度の両者には関連性がある。 
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  ウ 不安に対する効果 

    個別相談でなく類型による判定のため，赤（救急車による緊急受診）以外の判

定となった場合の利用者の不安解消効果は高くはないが，アプリは保存性・再読

性が高く，急変時の対応について日頃から知識等を養い，緊急度判定の尺度を社

会全体で共有することに活用できる。 

  エ 医療施策との連携 

    個別対応でないため，相談者に合った細かな医療施策を提案できない点で，医

療施策と連携しやすいとはいえない。 

  オ 事業経費等 

    総務省消防庁が作成したＱ助であれば，自治体の開発経費は不要であり，利用

者にとってもデータ容量は2ＭＢと軽く，無料で利用できる点で有効である。 

   救急受診ガイド（冊子版） 

  ア 高齢化に対する効果 

    「ＮＨＫ国民生活時間調査」の調査結果によれば，年齢層の上昇に伴い，日頃

から新聞を読む人の割合は上昇し，70歳以上では59％が新聞を活用しているな

ど，高齢者にとって活字は親しみやすいことから，活字媒体である救急受診ガイ

ドは高齢化に対する効果を期待できる。また，手元に常備することで保存性・再

読性も高く，じっくりと時間をかけて理解できる点でも高齢化に対する効果は高

い。 

  イ 軽症に対する効果 

    アプリと同様に自己判断手段であることからアンダートリアージを避けるため

に，感度が低く，特異度が高くなるようにプロトコールを設定せざるを得ない点

で，軽症に対する効果は高くはない。 

  ウ 不安に対する効果 

    医療機関の情報やプロトコールの見直し等の内容をリアルタイムに更新できな

い点や個別相談ではなく，類型による判定のため，赤（救急車による緊急受診）

以外の判定となった場合に利用者の不安解消効果は高いとはいえない。 

  エ 医療施策との連携 

    長い時間をかけ何度も読み返せるため，医療施策について理解を深めることは

できるが，アプリと同様に個別対応でないため，相談者に合った細かな提案がで

きない点で医療施策と連携効果は高いとはいえない。 

  オ 事業経費等 

    印刷調製等の経費が必要であり，住民への配布手段を講じる必要もある。ま

た，内容に関して配布側から説明を加えることも必要となる。 

   ＃７１１９（救急安心センター事業） 

  ア 高齢化に対する効果 

    ＃７１１９については，電話操作のみで利用方法が容易な点やワンストップで

専門家の助言や医療機関情報を得られる点，また，看護師等の経験豊富かつ専門

的なオペレーターが高齢者等から症状を上手く聞き出すことが可能であるという

点で他の手段と比べて高齢者にも優しく高齢化への効果は極めて高い。 
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  イ 軽症に対する効果 

    軽症に対する効果については，専門家である看護師等が相談者から直接，個別

具体的に症状を聞き，相談者の息遣いなどからも相談者の意図を受容し，共感し

ながら医学的根拠に基づき適切なアドバイスを提供できる点で結果としての軽症

への効果も高い。 

  ウ 不安に対する効果 

    黄色（自力で早期に受診）や緑色（当日ないし翌日の時間内受診）の判定となっ

た場合にも，属性や移動手段に係る事項の確認を行い，適宜最適な対応をとるなど

プロトコールの範囲内で一定の柔軟な対応をとることができる点や，電話口で専門

家である看護師等から判定結果が伝えられるため，赤（救急車による緊急受診）以

外の判定となった場合に利用者の不安の解消効果も高い。 

    先行団体である東京消防庁では，軽症に対する効果として，平成18年の＃７１１

９開始前と最新値である平成29年の軽症率を比較すると6.2ポイント軽症率を低下

させており，住民にとって医療の専門家から直接アドバイスを受けることができる

ということは大きな安心につながると考えられる。 

  【図表２－４】軽症者割合の減少（東京消防庁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  エ 医療施策との連携 

    個別対応であるため，かかりつけ医や在宅療養あんしん病院制度等，相談者に

適した医療施策を提案できる点で医療施策との高い連携効果が期待できる。 

  【図表２－５】在宅療養あんしんネットワークの概要 
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  オ 事業経費等 

    ＃７１１９の開設費について，自前でコールセンターを整備する場合，整備費

用については国から補助金が措置されている。運営費については国から普通交付

税が措置されているが，コールセンターを直営している先行団体の平均では，シ

ステム構築費などの開設費に1.4億円，人件費など年間の運営費に1.7億円とアプ

リや受診ガイドと比べ事業経費の規模が大きい。 

 

３ まとめ  

  各手段の「高齢化」，「高い軽症率」，「急なケガや病気の際の不安」に対する効果を

比較検討した結果，利用者の世代等に応じた各手段の有効性が認められたが，各手段

を比較すると＃７１１９が全ての課題に対し，高い効果が期待できるとともに，医療

施策との連携効果についても個別相談の特徴を生かし，相談者に最適な医療施策を提

案できるという点で有効な手段であるとされた。 

  また，先行団体においては救急受診アプリや救急受診ガイドで迷った場合には，＃

７１１９を案内し，＃７１１９にセーフティーネットの役割を担わせている。これら

のことから，＃７１１９は救急要請前の緊急度判断の中核となる手段である。 

  ＃７１１９はアプリや受診ガイドに比べて事業経費の規模が大きく，システムや人

員体制を効率化する必要があることから，府内一円で実施することが不可欠である。

なお，民間委託では開設費は不要であり，運営費についても独自運営に比べ低く抑え

ることができるなど，先行団体の事例を踏まえコストダウンを図りつつ，効果的な広

報や既存制度との連携により，＃７１１９の事業効果を高めていく必要がある。 
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第３章  ＃７１１９の事業化に向けた検討 

１ ＃７１１９事業の概要と実施効果 

  平成 30 年 1月末現在で単独の都市での実施を含め，全国 14地域で＃７１１９は実施

されており，国民の 4割以上が＃７１１９のサービスを享受している。 

  これらの先行団体における電話相談の利用については，若干の差があるものの管轄

人口の概ね 3～7％の相談件数があり，相談の内訳については各都市の平均で約 5割が

医療機関案内，4 割が救急相談を占めており，救急相談のうち救急車が必要と判断して

いるのは 2～3割である。 

  ＃７１１９の事業効果については，先行団体の実績等から一般的に①不安な住民へ

の安心・安全の提供，②救急医療機関スタッフの負担軽減及び③救急車の適正利用の

３点に分けられる。 

 

【図表３－１】主な＃７１１９先行団体の実績 
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   不安な住民への安心・安全の提供 

   不安な住民に安心・安全を提供する効果については，現状で管轄人口の 3％前後の

利用率であり，国においても住民の十分な需要があるとの報告がなされている。また，

大阪市消防局の調査では，利用者の約 9 割が「大変役に立った」又は「役に立った」

と回答しており，利用者の満足度が非常に高く，安心の提供につながっている。 

 

【図表３－２】大阪市消防局の調査結果 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   救急医療機関スタッフの負担軽減 

  ア 電話での救急医療相談の減少による救急医療機関スタッフの負担軽減 

    住民から直接，病院への電話による救急医療相談が減少することや救急相談があ

った際に＃７１１９を紹介することで，救急の受け入れ先である救急医療機関のス

タッフの負担が軽減され業務に専念できる効果が挙げられる。 

    神戸市が＃７１１９の実施前と実施後の同条件の 1 週間で，市内の 2 次，3 次医

療機関を含む 51 病院に対し，直接の電話による医療相談に対応した件数の変化を

調査したところ，＃７１１９の導入により電話相談の対応件数が 14.7％減少してお

り，電話対応に係る医療機関スタッフの負担軽減が期待できる。 

 

【図表３－３】神戸市が実施した医療機関への調査結果 
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  イ 受診行動の適正化による救急関係機関の負担軽減 

    横浜市救急相談センターへの救急相談件数は，年間約 11万 5千件（H28.1～H29.1）

であり，このうち約 72％に当たる約 8万 3千件に救急車以外での受診を勧奨，また

約 23％に当たる約 2万 6千件に翌日受診の勧奨又は経過観察を助言しており，住民

が自ら適切なタイミングで医療機関を受診できるようサポートすることで医療機

関スタッフの負担軽減につながる。 

【図表３－４】横浜市救急相談センターの最終判定結果 

 

 

 

 

 

 

   救急車の適正利用 

  ア 潜在的な重症者を発見し救護する効果 

    まず，潜在的な重症者を発見し救護する効果が挙げられる。東京消防庁の実績で

は相談件数約 38 万件のうち，約 4 万 8 千件に対して救急車で即受診と判断してい

る。また，各先行団体では＃７１１９への相談により，早期に医療機関で治療を受

けた結果，後遺症もなく予後良好であったとの＃７１１９利用による奏功事例が多

数報告されている。 

    特に，この潜在的な重症者の発見については，救急車を呼びにくい事情があり救

急要請を我慢し重症化してから救急車を要請するといった，高齢化が進行している

にもかかわらず救急需要が少ない地域において，高齢者・在宅療養者の生活の質

（QOL）の維持につながると考えられる。 

 

   

 

  イ 軽症者の割合の減少効果 

    次に軽症者の割合の減少効果が挙げられる。先にも述べたように東京消防庁の実

績では，平成 18年の事業開始前では 60.3％であった軽症率を平成 29年には 54.1％

と 6.2 ポイント低下させたという実績がある。 

  ウ 不急の救急出動の抑制効果 

    また，不急の救急出動の抑制効果が挙げられ，東京及び大阪の実績では，救急出

動件数が全国的にも右肩上がりに増加する中，東京においては平成 18 年～平成 28

年の全国の救急出動件数の増加率 18.56％を 6.04 ポイント下回る 12.52％となって

いる。また，大阪においても平成 22年～平成 28年の増加率は全国の 13.73％を 0.48

ポイント下回る 13.25％となっており，両団体とも救急件数の減少にまでは至って

いないが，救急出動件数の増加率を抑制させた実績がある。 

    東京消防庁救急相談センターの救急相談件数は年間約 15万件（平成 28 年中）で

あり，東京消防庁では平成 28 年「消防に関する世論調査」の結果に基づき，もし＃
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７１１９がなかった場合，救急相談件数のうち約 7万 3千件が１１９番通報される

こととなり，現在の救急体制では対応が極めて困難であると試算している。 

    その他，指令センターに１１９番に通報される病院に関する問合せなど緊急通報

以外の件数の減少効果も挙げられ，奈良市においては平成 21 年から平成 26 年まで

で１１９番による指令センターへの病院に関する問合せの件数が 67％減少してい

る。また，大規模災害時においては避難生活等による健康不安の増加も予想される。

実際に，熊本地震の本震の際には熊本市では前年の 13 倍の１１９番通報があった

との調査報告もあり，仮にコールセンターを府外に外部委託しているなどの場合，

＃７１１９で住民からの救急相談を受付けることも可能となり，大規模災害時にお

いても相談窓口として機能することができる可能性がある。 

 

 ２ ＃７１１９の諸課題の検討  

   ＃７１１９実施に向けた諸課題については，導入による救急需要への影響，法的

責任の整理，受診手段がない場合の対応及び＃８０００との連携を中心に検討を行

った。 

    ＃７１１９の救急需要への影響 

    ＃７１１９導入による救急需要への影響について，＃７１１９を一定期間実施し

ている先行団体の実績に基づき検証を行った。救急出動件数については，一定の増

加率の抑制効果は期待できるものの，地域差が生じている状況であり，どの世代に

抑制効果が働いているのかについては，一部の世代ではなく高齢者及び成人に対し

ての抑制効果が確認できた。また，傷病程度については，導入都市は未導入都市と

比べて，軽症，重症が低く，中等症率が高くなっている状況である。 

【図表３－５】平成 29年までの＃７１１９の導入状況 

 

 

 

 

 

【図表３－６】＃７１１９導入・未導入都市別の救急出動件数の増加率比較（左：全都市 右：人口 100 万以上都市）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 平成 29 年 10 月以降に導入した都市は，実施期間が短いため未導入都市として取り扱うものとする。 

H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年
6月東京都

10月大阪府
10月奈良県

10月田辺市
10月札幌市周辺

1月横浜市
6月福岡県

10月宮城県
10月埼玉県
10月神戸市
12月新潟県
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   法的責任の整理 

   法的責任の整理については，平成30年3月に厚生労働省が公表した「オンライン診

療の適切な実施に関する指針」では＃７１１９はオンラインの受診とは異なり，「遠

隔健康医療相談事業」という位置付けであり，必ずしも指針の遵守を要さないと整

理されているが，運用上の法的責任問題については十分に整理する必要がある。 

   また，先行団体において，救急医療電話相談は自己判断の参考としてもらうため

の助言として位置付けており，検査や診察した上での判断ではないため，相談結果

を参考にして自己の責任において医療機関の受診や救急車の利用を判断するよう口

頭での確認を実施している。また，＃７１１９事業には損害賠償保険が適用可能で

あり受託事業者に仕様書で医療賠償責任保険加入を義務付け，コールセンターのス

タッフによるプロトコールの誤適用や対応ルールの逸脱等に備えている。 

   受診手段がない場合の対応 

   受診手段がない場合の対応については，既存の福祉移送サービス（福祉タクシ

ー，介護タクシー，NPO法人等による福祉有償運送）の利活用が想定されるが，消防

機関の救急車と比較し事前予約が必要などの時間的な制約がある。また，介護タク

シーや福祉有償運送は利用者が要介護認定や障害者等に限定されるなど，利用に当

たっても制約が大きいことから，病院への移送等に活用できるのは福祉タクシーで

あると考える。 

   国土交通省は平成32年度までに約28,000台の福祉タクシーを導入するという目標

を設定し，事業者による車両購入や改造経費の一部を補助するなど，開業支援を行

っているものの，全国で20,113台，京都府内では203台（平成29年度末現在）とまだ

まだ不足しているのが現状である。 

   救急隊以外の搬送資源の活用については，総務省消防庁が平成30年度に実証実験

を行っている段階であり，今後，国の動向を注視しながらニーズに応える新たなシ

ステムの構築を研究していく必要がある。 

   小児救急電話相談（＃８０００）との連携 

  ア ＃８０００の実績 

    小児救急電話相談（＃８０００）は，子どもを持つ保護者の育児不安を解消す

るとともに，医療機関における小児救急患者の適切な受診を促すことを目的とし

て，京都府においても平成16年度から実施している。京都府においては，民間業

者への外部委託による運営であり，相談員には臨床経験5年以上の看護師を配置

し，相談を受け付け，さらに専門的知識を要する場合には小児科医と三者間通話

により対応している。運営時間は19時～翌朝8時（ただし，土曜日は15時～翌朝8

時）であり，平成29年度の相談受付件数は約2万3千件である。 

    相談内容の内訳としては，一般の病気の相談が2万2,164件で全体の9割以上をし

めており，救急医療相談は66件で全体の0.3％である。相談結果については，一般

的な保健指導・育児指導の実施が1万8,158件で全体の8割弱であり，１１９番を奨

めたケースは68件で全体の0.3％となっている。 
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  【図表３－７】 京都府＃８０００での相談実績件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【図表３－８】平成29年度 京都府＃８０００での相談内容及び結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ ＃８０００との連携 

   ＃７１１９は概ね 15 歳以上，＃８０００は 15 歳未満の小児を対象とした事業であ

るが，先行団体においては＃７１１９にかかってきた小児対象の相談にもプロトコー

ルの範囲内であれば対応しているケースも多い。 

   ＃７１１９の先行団体のうち，＃８０００との連携（広報を除く）を実施している

団体は複数ある。また，連携していない団体の理由としては，事業目的，事業主体，

委託先事業者が異なること等，理由は様々である。 

   連携を行っている先行団体では，＃７１１９と＃８０００の委託先を統一すること

で，利用者にかけ直しさせることなく，１箇所で対応しサービスを充実させている事

例や＃７１１９をワンストップの共通番号とし，音声ガイダンスに従い１～３を押す

と小児の＃８０００，大人の相談，医療機関案内に繋がるよう設定している事例，あ

るいは，＃８０００（民間委託）を運営していない時間帯に電話がかかってきた場合

に自動音声で２４時間運営の＃７１１９を案内し，医療相談にも対応している事例も

あった。 

   先行団体の例も踏まえ，事業者を統一にすることで＃８０００が未対応の時間帯を，

小児のプロトコールで対応可能な範囲に限り，＃７１１９がカバーできるといった運

営時間の補完や＃７１１９で小児相談を受け付けた場合でも，必要に応じて小児科医

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

7,079 12,695 17,670 20,984 22,132 23,058

丹後 148 268 318 376 430 381

中丹 482 820 1,034 1,081 1,184 1,218

南丹 201 387 585 702 762 786

京都乙訓 4,507 8,385 12,285 14,864 15,275 15,559

山城北 1,095 1,852 2,370 2,741 3,168 3,666

山城南 443 801 907 997 1,130 1,189

不明 203 182 171 223 183 259

年度

相談件数（計）

医
療
圏
別
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のいる＃８０００と連携できるといった更なるサービスの充実のほか，両電話相談は

類似の事業であり，受託事業者側にとっては設備投資等が不要であるためコスト低減

が図れるといった可能性や統計分析の利便性の向上などのメリットが期待できる。 

 

  【図表３－９】＃８０００との連携のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  府内消防本部に対する意向調査 

  ＃７１１９の事業化に当たって，費用対効果や高齢者医療施策との連携等を考えれば，

京都府内全域での実施が不可欠である。このことから，検討会では府内の市町村に対し，

＃７１１９事業参画に関する意向調査を平成 31年 1月に府市連名で府内の 14の消防本

部（事務局京都市除く。）に意向調査を実施した。 

  意向調査の結果，府内各消防本部では「不安な住民への安心・安全を提供」をはじめ

とした各事業効果にメリットを期待しており，全ての消防本部が「自治体での費用負担

の目途がつき，府内一円で実施するとなれば参画する意向である」と回答している。 

 

 【図表３－１０】府内消防本部の＃7119 参画に関する意向調査の結果 
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  また，参画に当たっては「予算措置」を課題として挙げた消防本部が多く，参画に当

たっての要件として，ほとんどの消防本部が「各市町村が足並みを揃えて府内全域で実

施すること」や「民間事業者の活用等により経費負担の軽減を図ること」を挙げている。 
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  実施時期については，多くが平成 32 年度（2020 年度）もしくは平成 33 年度（2021 年

度）からの開始が適切と回答しており，平成 33 年度（2021 年度）以降の開始と回答し

た消防本部についても，平成 32 年度当初予算の編成に間に合う時期に府内全域での実

施が決まれば，財政当局と折衝していくことは可能であるとの回答であった。 
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３ まとめ 

  先行団体の実績等では＃７１１９導入によって救急件数の減少にまでは至っておら

ず，＃７１１９の事業効果を高めるためには，各手段を有機的に組み合わせていくこと

が必要である。また，受診手段がない場合の対応については，今後示される国の実証実

験結果等を踏まえ，更なる研究が必要である。また，国においては＃７１１９はオンラ

インの受診とは異なり，「遠隔健康医療相談事業」という位置付けであり，必ずしも指針

の遵守を要さないと整理されているが，運用上の法的責任問題については十分に整理す

る必要がある。 

  コールセンターを直営する先行団体の平均で開設費 1.4 億円，年間運営費 1.7 億円と

事業経費の規模が大きく，コスト低減には民間委託による人員体制の効率化等を図るこ

とが必要である。 

  さらに，スケールメリットや高齢者医療施策との連携等の観点から府内一円での事業

実施が不可欠であり，府からの支援が必要であるとともに，小児対象の＃８０００と連

携することにより，受託事業者の統一等によるサービスの充実などが期待できる。 

  府内消防本部への＃７１１９参画に係る意向調査の結果，各消防本部では管轄地域に

おける様々な効果に期待しており，全ての消防本部で「自治体での費用負担の目途がつ

き，府内一円で実施するとなれば参画する意向」であることを確認した。 

  他方，京都府北部の消防本部においては，救急需要が横ばい又は減少傾向のところも

あるが，高齢者をはじめとした住民の不安解消、潜在的な重傷者を発見し救護する効果，

軽症者の割合の減少効果も期待でき，府内一円での実施に当たっては，全ての市町村に

とって予算化に結び付けるメリットがある制度とする必要がある。 

  検討会では＃７１１９の有用性を確認するとともに，諸課題を一定整理ができたこと

から，総意として＃７１１９の事業化に向け検討すべきとの見解に至った。円滑な事業

化に当たっては，各市町村における参画の合意形成に要する期間を十分に考慮し，各消

防本部をはじめ，関係機関に早期に事業の全体像や開始時期の見通しを示すべきである。 
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第４章  各事業の展開と効果的な広報 

１ 各事業の関係性 

  救急受診アプリと救急受診ガイドは自己による判断手段であり，住民がこれらを使用

しても判断できない場合のセーフティーネットとして，＃７１１９を事業の中核に位置

付け，年代等に応じて，若年層には救急受診アプリの普及を図りつつ，紙媒体である救

急受診ガイドについては高齢者を中心に＃７１１９の広報媒体としても活用するなど，

各手段を有機的に組み合わせた活用により，住民への安心・安全の提供，救急受診の適

正化，緊急度の尺度の社会における共有，「かかりつけ医」や「在宅療養あんしん病院」

等の医療施策を案内するなど，事業効果が高まることが期待できる。 

 

【図表４－１】各手段の関係性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 効果的な広報 

  ＃７１１９実施団体において，＃７１１９の認知度は管轄人口の 50％前後であり，相

談件数は概ね管轄人口の 3％～7％となっている。京都府内では救急搬送人員のうち，65

歳以上の高齢者が6割（平成29年中の 65歳以上の高齢者は77,597人で全体の60.4％）

を占めている。＃７１１９の事業効果を高めるためには，搬送人員に占める割合が最も

高い高齢者層に対する＃７１１９の利用促進が最も重要である。また，健康寿命の観点

から，介護予防の段階の方に周知することも効果的であると考える。 

  複数の先行団体のアンケート調査の結果から，＃７１１９の広報手段としては，行政

の広報誌が高齢者層には最も効果的であった。また，高齢者の介護を行っている世代と

しては 50歳代が最も多く，ポスターやパンフレットが 50歳代には有効である。現在の

50 歳代や 60 歳代は現役で働いている方も多く，多忙であることから情報を網羅したボ

リュームのあるものではなく，必要な時に簡便に自己判断できるよう要約されたものが

有効である。 
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【図表４－２】札幌市における＃7119 の認知方法（抜粋）（出典：平成 28 年度第１回市民意識調査） 

【図表４－３】大阪市における＃7119 の認知方法（出典：平成 28 年度市政モニターアンケート）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また，介護予防の年代も含めた高齢者層が活用できるよう，高齢者に日々接する職種に

周知の協力を要請するとともに，医療に結び付いていない方にもいかに＃７１１９を普及

させるかが重要であり，＃７１１９の広報には地域包括ケアを構成する医療・介護・福祉

の関係者と連携することが効果的である。＃７１１９の広報内容については，活用方法を

ユーザー側にしっかりと理解してもらうことを主眼に置き，奏功事例等を用いた分かりや

すい内容とする必要がある。 

 

３ 電話相談プロトコール 

  総務省消防庁の電話相談プロトコールの策定経緯については，平成19年に東京都で

＃７１１９開設時にプロトコールが策定され，平成23年に総務省消防庁「社会全体で

共有する緊急度判定体系のあり方検討会」で策定した緊急度の考え方に照らし平成26

年3月に電話相談プロトコールVer.1が策定された。その後，総務省消防庁「平成28年
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度救急業務のあり方に関する検討会」に設置された「緊急度判定体系の普及ワーキン

ググループ」にて平成29年7月にVer.2に改訂されている。 

  平成31年1月末時点で＃７１１９先行団体14団体のうち11団体が，総務省消防庁が策

定した電話相談プロトコールを使用しており，総務省消防庁が策定した電話相談プロ

トコールについては，外部委託など民間のコールセンターにおいても，看護師等の医

療の専門家であれば使用することができる。 

  将来的な展望として関係機関と協力しながら「かかりつけ医」や「在宅療養あんし

ん病院事業」等の高齢者医療施策との連携も検討していく必要があり，府内各地域の

医療機関の状況などの地域性を踏まえたプロトコールを使用する必要がある。加え

て，外国人観光客等にも配慮した＃７１１９の多言語対応の検討も必要である。 

 

【図表４－４】電話相談プロトコールの概要 
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４ まとめ 

  先行団体の実績等では，＃７１１９導入によって救急件数の減少にまでは至っておら

ず，事業効果を高めるためには，各手段を有機的に組み合わせた活用が必要である。具

体的には，セーフティーネットとなる＃７１１９を中核に位置付け，若年層には救急受

診アプリを，高齢者本人，介護者，介護予防段階の方等，幅広い世代に救急受診ガイド

を普及させつつ，＃７１１９の広報手段としても救急受診ガイドを活用すべきである。  

  また，グループホームやサービス付き高齢者向け住宅などの医師や看護師が常駐しな

い高齢者施設の職員や訪問介護職員にも介護の現場で救急要請前のワンクッションと

して＃７１１９が活用されるよう，事業所等への働きかけが必要である。 

  さらに，救急搬送だけにとらわれず，高齢者が安心して在宅療養できるよう「かかり

つけ医」や「在宅療養あんしん病院」と連携し，地域包括ケアを推進する必要がある。 

  効果的な広報については，府内の救急搬送人員の 6割を占める高齢者層への利用促進

が最も重要であり，さらに，介護予防段階の方の＃７１１９の活用により，健康寿命の

延伸等で事業効果は更に高まると考える。 

 

 

【図４－５】高齢者救急医療への対応 
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第５章  総括及び今後の検討 

１ 検討結果のまとめ 

  本検討会では，緊急度判断できる各手段の「高齢化」，「高い軽症率」，「急なケガ

や病気の際の不安」に対する効果を検討した結果，＃７１１９が最も有効な手段とされ

た。＃７１１９の実施に当たっては，府内全域で実施することがコストパフォーマンス

上最適とされたが，府内全体で実施するには府内のすべての市町村にとって予算化に結

び付けるメリットがある制度とすることが必要である。 

  今後は具体的な制度設計を行い，各手段の有機的活用による事業展開や既存事業であ

る♯８０００との整合連携，電話相談プロトコール，検証方法，効果的な広報等の検討

を進め，事業効果を高めることが必要である。 

 

２ 事業実施に向けた制度設計等の検討の枠組み 

  一般的に，各市町村では 10 月頃から次年度の予算要求を行っており，とりわけ消防

事務組合においては，事前に構成市町村の合意を得る必要がある。＃７１１９の円滑な

実施に当たり，各市町村における＃７１１９参画の合意形成に要する期間を十分に考慮

し，各消防本部をはじめ，関係機関に早期に事業の全体像や開始時期の見通しを示し，

費用負担の調整等を行う必要がある。 

  来年度からの検討の枠組みとしては，医療関係団体・地域包括・行政等で構成する会

議体により，費用対効果を高める制度設計，効果的な広報，実施後の検証体制等を検討

し，また，プロトコールや救急受診ガイドの策定には医師等で構成する専門部会で検討

することが専門性や効率性の観点から適当である。 

  京都府及び府内消防本部が各々の強みを生かし，連携による付加価値を創出しながら，

府内一円での＃７１１９の実施に向けオール京都で取り組む必要がある。 

 

 【図表５－１】事業実施に向けた今後の検討の枠組み 
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